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１．研究の背景と目的 

地域の地震リスクを低減するには，対象とすべきシナリオ地震を設定し，被害予測に基づいて対策を具現

化する事が求められる．震源断層が特定された地震については，地震調査研究推進本部（以下地震本部と略

称）が作成した全国地震動予測地図におけるデータが，震度分布だけでなく地盤条件や断層形状データ等を

含めて地震ハザードステーション（http://www.j-shis.bosai.go.jp/）からダウンロードできるように整備されて

おり，これらのデータを用いたシナリオ地震の設定が可能である．しかしながら近年発生した被害地震の多

くが事前に特定された活断層に発生した地震ではないことから，震源を予め特定しにくい地震のハザード・

リスクを適切に評価できる手法が求められる．確率論的地震ハザード評価手法においては，いわゆる「バッ

クグラウンド地震」として震源を予め特定しにくい地震が考慮されている．しかしそれはあくまで単一の特

定サイトでの評価（あるいは評価地点の面的展開による面的評価）を目的とするものである．そこでは走向

ランダムな鉛直断層面と等価な深さ 3km の点震源１）や水平な矩形断層面２）を用いたモデルの単純化により

計算負荷の軽減化が図られている．しかし揺れの面的な広がりによる地震リスク評価を行う場合には，より

現実的な震源モデルを設定することが望ましい．対象地域が限定されれば，周辺の地殻の圧縮軸を考慮した

設定法３）の適用も可能と考えられるが，本研究では全国を対象として，活断層デジタルマップ４）を用いて，

震源を予め特定しにくい地震の断層走向を設定することによって，シナリオ化を図る方法を提案する． 

２．活断層デジタルマップによる断層走向の分析 

地震本部は震源を予め特定しにくい地震として 7 分類の地震を評価している１）が，本研究では第一段階と

して近年の被害地震の多くが含まれる「陸域で発生する地震のうち活断層が特定されていない場所で発生す

る地震」を対象とした検討を行った．用いた基礎データは，2008 年度版の確率論的地震動予測地図の作成に

用いられたものである．対象領域は，図 1 に示すように垣見他５）による地震地体構造区分を元に 24 の地域

に区分されている．また表 1 に示すように，最小マグニチュードは一律 M=5.0，最大マグニチュードは地域

区分ごとに M=6.5～7.3 の範囲で設定されている１）．対象領域は経度 0.1 度×緯度 0.1 度の間隔で離散化され，

地震を設定する位置は計 8430 地点である．本研究では，

同一の地域区分では地震の起こり方も類似するという

傾向が，地震のメカニズムにも拡張可能と仮定して，

震源を予め特定しにくい地震の断層走向を設定するた

めの分析を行った． 

まず活断層デジタルマップ４）に収録された活断層シ

ェープファイルから，活断層（位置が明確なもの），位

置が不確かな活断層，伏在活断層，および，推定活断

層の 4 種類を対象として抽出した．次にすべてのポリ

ラインをラインに分割し，各ラインについて走向を北-

南から南南東-北北西まで時計回りに 22.5 度間隔の 8

区分に分類した．さらに地域区分ごとに走向別断層延

長を集計し，走向分布の確率密度関数を求めた．その

結果を図 1 に示す．東北日本では南北の走向（逆断層），

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 地域区分と断層走向特性 
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中部日本では共役な左右の横ずれ断層を反映した 2 つの走向，四国

では中央構造線とほぼ平行な走向が卓越する傾向が現れている． 

３．活断層情報を利用した断層面の設定 

地域区分ごとの断層走向特性に基づいて，経度 0.1 度×緯度 0.1 度

ごとの地震位置における断層面を，最小マグニチュードと最大マグ

ニチュードの範囲内で，M＝0.1刻みに設定する．まず断層長さL(km)

については，地震本部にならって松田式 M=(log10L+2.9)/0.6 を用い

て決定した．走向については，比例代表制選挙における議席配分方

法として知られるドント方式を用いて配分した．8 種類の走向の出

現確率の 100 万倍を得票数，マグニチュードの上下限値から決まる

地震個数を議席数に見立てて各走向の出現回数を規定（表１）した．

同一マグニチュードにおける走向の空間的な出現傾向についてはラ

ンダム化した．断層の傾斜角はすべて 90 度とした．中部地域におけ

る設定例として M=6.0 および 7.0 の場合を図 2 に示す．設定された断層走向が各地域区分内の活断層の走向

を反映した傾向を示すことが確認できる． 
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(a) M=6.0（L=約 5km） (b) M=7.0（L=約 20km） 

図 2 断層面の設定例（実際の断層トレースに重ねて表示） 

４．今後の課題 

陸域で発生する地震のうち活断層が特定されていない場所で発生する地震を対象とした断層走向の設定手

法を提案した．地域における揺れの広がりは断層走向に大きく依存するため，走向を完全にランダム化する

よりも本手法の設定法は合理的であり，地域地震防災における重要課題の一つである震源を予め特定しにく

い地震のシナリオ地震化およびリスク評価に活用できると考えられる．ただし地震地体構造に基づく 24 の地

域区分は，走向特性が一様と仮定するには大き過ぎるきらいがある．今後は実地震のメカニズム解などを活

用して本手法の妥当性の検証と改善を図るとともに，距離減衰式および地震動予測モデルを用いた地震動分

布の算定，さらには地震位置ごとの 30 年発生確率の評価６）と合わせた地震リスク評価を行う予定である． 
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表 1 断層の走向の出現回数 
　　　　　走向
地域区分

1 2 3 4 5 6 7 8
M個数
(2008)

最小M
(2008)

最大M
(2008)

zone1 3 3 2 2 2 2 2 2 18 5.0 6.7
zone2 6 6 0 0 0 1 2 3 18 5.0 6.7
zone3 2 7 5 2 0 0 0 0 16 5.0 6.5
zone4 4 0 0 0 0 0 2 10 16 5.0 6.5
zone5 6 3 1 0 0 0 1 5 16 5.0 6.5
zone6 7 4 2 0 0 0 0 5 18 5.0 6.7
zone7 6 3 2 1 0 0 1 5 18 5.0 6.7
zone8 8 6 2 1 0 1 1 3 22 5.0 7.1
zone9 2 1 2 2 3 5 4 2 21 5.0 7.0
zone10 5 8 7 2 0 0 0 1 23 5.0 7.2
zone11 2 6 7 4 0 0 0 0 19 5.0 6.8
zone12 3 3 4 3 1 1 3 3 21 5.0 7.0
zone13 4 4 4 3 1 0 1 2 19 5.0 6.8
zone14 1 1 2 3 3 5 3 2 20 5.0 6.9
zone15 0 3 9 5 3 3 1 0 24 5.0 7.3
zone16 1 2 0 2 2 1 8 5 21 5.0 7.0
zone17 0 0 0 0 12 4 0 0 16 5.0 6.5
zone18 0 1 3 11 6 0 0 0 21 5.0 7.0
zone19 0 1 7 8 0 0 0 0 16 5.0 6.5
zone20 0 4 8 7 3 0 0 0 22 5.0 7.1
zone21 0 1 2 4 7 5 1 0 20 5.0 6.9
zone22 3 2 2 2 2 2 2 2 17 5.0 6.6
zone23 0 0 3 5 14 0 0 0 22 5.0 7.1
zone24 4 3 1 1 2 4 5 3 23 5.0 7.2  

国土数値情報(湖沼データ)国土交通省 国土数値情報(湖沼データ)国土交通省 
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